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●国が業務起因性を認めた！
セクシュアルハラスメントの労災認定を問いなおす日本発の判断行政訴訟において、国は判決の前に「業務上起因性を認める」という画期的判断を示しました。
この判断を、被害を受けた皆さんのために役立てていかなければなりません。
そこで、私たちはこの訴訟の経過を広く皆さんに届けるために
報告集会を企画しました。
多くの皆さんのご参加をお待ちしています。
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●「セクハラ労災」を検討する分科会ができました！
私たちの要望が実って、厚生労働省｢精神障害の労災認定の基準に関する専門検討会」に「セクシュアルハラスメント事案に係る分科会」が設置され、第１回が2月2日(水)に開催される運びとなりました。http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000011ags.html（詳細はこちら)この分科会は公開です。多くの声がこの分科会に反映されますよう、皆さんのアクションをお願いします。


主催：働く女性の全国センター、ＮＰＯ法人全国女性シェルターネット、北海道ウイメンズ・ユニオン、ＮＰＯ法人日本フェミニストカウンセリング学会　　　連絡先：ＮＰＯ法人全国女性シェルターネット　Fax　03-3818-4113


●ほとんどの被害当事者は「路頭に迷っている」
　セクシュアルハラスメントは職場の性暴力犯罪であり、労働権の侵害のみならず生活権を奪われ、ときには生存権すら脅かされる重大な人権侵害です。男女雇用機会均等法が施行されてから20年。二度の改正が行なわれ、第二次改正ではセクシュアル・ハラスメントについては、事業主の措置義務が盛り込まれたにもかかわらず、セクシュアル・ハラスメントの被害は後を絶たず、苛酷化・深刻化の一途をたどっています。昨年、都道府県労働局雇用均等室に寄せられた相談件数2万5千のうち、最も多かったのがセクシュアル・ハラスメントに関するもので、1万3千件と全体の半数を超えています。セクシュアルハラスメントの被害によって心身のダメージを負った当事者は、そのほとんどが職場に戻ることができません。そればかりか、基本的な社会生活を営むことにも支障をきたします。
　セクシュアルハラスメントは職場の権力構造を利用して振るわれる暴力であり、労働災害そのものです。しかし、セクシュアルハラスメントが労災認定されるケースはかぎられており、ほとんどの当事者がダメージを抱えたまま、路頭に迷うことになります。
●２００５年の「厚生労働省通知」は何故いかされないのか
　第二次男女雇用機会均等法改正運動と連動した実践現場の粘り強い活動がみのって、セクシュアル・ハラスメントの労災認定にかかわる厚生労働省の通知が出されたのは2005年12月のことでした。通知では、セクシュアル・ハラスメントの心理的負荷が「強」となる場合は労災を認定し、また、心理的負荷が中程度であったとしても、事前事後の企業側の対応等を考慮して認定するようにとの判断指針があらためて示されたものです。
●Sさんの事例に見る労災申請と請求棄却の経過
　2007年７月、Sさんはセクハラ被害による精神障害に対し函館労働基準監督署に労災を申請しましたが、2008年４月、不認定の通知を受けました。これを不服として、北海道労働局に審査請求を行いましたが、同年９月末に審査請求棄却の決定書が届きました。
　Sさんは、労基署の労災不支給処分に対する労働局の審査請求棄却決定書及び労働保険審査会の再審査請求棄却裁決書において示された判断理由が、厚生労働省がセクハラ労災認定の適正化のために出した上記通知を一切無視したものであることなどを不当として、国を相手取り、提訴に踏み切ったものです。
＊棄却理由に「恒常的時間外がない」ことがあげられた
　棄却の理由は、「心理的負荷の評価について、①上司からのセクハラ行為は事実と認められるが、これらの行為を受けたことは（その内容、程度から）「セクハラを受けた」平均的な心理的負荷の強度「Ⅱ」に該当する　②発病前６カ月間において、恒常的な長時間労働は認められず、また、セクハラ以外には心理的負荷がかかる出来事も認められない　③事業主によるセクハラ相談システム等は機能していたと認められ、同僚も上司の態度をたしなめるなどしており、出来事に伴う変化等は過重とは言えないなど、総合的に評価すると、業務による心理的負荷は『強』とは認められない」というものでした。
　この決定は、2005年12月に出された厚労省通知によって、セクハラ労災については、①恒常的な長時間労働などの過重な労働実態とは関係のないものであり、心理的負荷の原因となったセクハラ自体を評価して認定の判断をすべきであること、②心理的負荷の強度の評価に当たっては、セクハラの内容自体だけでなく、セクハラを受けたことに伴う職場環境の変化や事業主の対応なども含めて総合的に評価することが必要であること、が改めて確認された判断指針を踏まえたものにはなっていません。
＊「強度Ⅲ」でも認定されない
　Sさんは、2008年11月再審査請求を行いましたが、2009年７月22に出された労働保険審査裁決書では、セクハラによる心理的負荷の強度について、上司から「派遣社員の代わりはいくらでもいる」と言われ、仕事を失いたくないため上司の言動に対し明確に拒否できず、機嫌を損ねないように気を配っていたこと、上司の執拗な行動が続いたことなどを理由に、
「Ⅱ」から「Ⅲ（強）」に修正されました。しかし、・上司の嫌がらせは発病後に生じている、・発病前に派遣元・派遣先の相談窓口にセクハラの相談をしていなかったことなどから、総合評価として「発病前６カ月間における出来事の心理的負荷は、精神障害を発病させる程度のものとはいえない」と結論づけ、原処分庁の労災不認定処分を追認したものです。
　上記厚労省通知では、セクハラの心理的負荷が「Ⅲ」の場合には、その事実自体で評価することで労災認定しうるとしています。心理的負荷が「Ⅲ」に修正されたにもかかわらず再審査請求を棄却したこと、会社への相談やセクハラに伴う嫌がらせなどの評価期間を発病前６カ月に限定していることなど、裁決書の判断は到底納得できるものでありません。
●分科会審議への私たちの要望
　2月2日より開催される｢精神障害の労災認定の基準に関する専門検討会」、「セクシュアルハラスメント事案に係る分科会において、現状の「セクハラ労災」の認定に係る課題について具体的な解決策の検討をおこなうことこそが求められています。
　私たちは以下の検討課題の審議を求めています。
１　「ストレス－脆弱性」理論が妥当であるかどうかの検証
　支援者の実感：『生まれつき丈夫にできている人は、よほど大きなストレスがかからない限り発症しないけれど、そうでない人は小さなストレスでも発症してしまう。』という捉え方はセクハラ被害について適切でない。性暴力被害は通常のストレスと考えるべきではない。
２　通院や相談の事実が、「セクハラ」被害の程度や深刻さを正確に反映しているのかどうかの検証
　支援者の実感：相談できない実態、治療に当たる医師が性暴力を理解していないことが多いという事実を考慮しなければならない。相談しなかったことが「被害が軽かった」ということはありえない。
３　どのように相談体制を整備して早期発見に結びつけるか
支援者の実感：職場の窓口の多くは機能していない。機能していれば被害を受けた側が退職に追い込まれることはない。相談窓口の稼動内容についてチェックできる体制が必要である。
４　均等室、労働基準監督署等の二次被害を防ぐための体制整備をどう取り組むか
　支援者の実感：労働災害に当たるということを認識していない担当者が多い。指針ですら徹底できていない。専門の相談窓口を設ける、民間支援団体と協働するなどセクハラ対応のラインを整備するべきではないか。
５　業務上外の認定のあり方の検証
　支援者の実感：職場で起きる災害だが、業務と直接の関係はない。そのために、「個人の問題」として捉えられ、対処してもらえないことがあまりにも多い。「危険有害」な個人が存在しているためにセクハラが起きるだけと見ることもできる。女性に対してだけ、「酸欠の場所」があるようなものである。「職場で蜂に刺された事例」が労働災害として認められたのと同様に、職場における「危機管理体制」「安全な職場作り」の問題としてセクハラ予防が捉えられるべきである。
６　評価基準についての検証
　支援者の実感：セクハラ被害の評価が不当に低い。離婚が強度Ⅲであって、セクハラがⅡであるなどとは到底考えられない。
７　セクシュアルハラスメントに起因する事案の申請についての特別なマニュアルの策定
８　セクシュアルハラスメントに起因する事案独自の判断指針の策定
集　会　次　第


弁護士より経過報告　　２．Sさんからの発言


研究者・支援者からの発言　４．会場からの質疑等





セクハラ労災行政訴訟の経過


派遣先の担当上司からセクシュアル・ハラスメントを受けるようになった派遣社員のSさんは、被害を受けるようになってから２年半で退職に追い込まれました。退職後も精神科への通院を余儀なくされ、再就職ができない状況が続いていたことから、労基署に労災を申請しましたが、不認定。その後、労働局に求めた審査請求も棄却。労働保険審査会への再審査請求も2009年７月に棄却されました。


　Sさんは、労働保険審査会が労災保険を不支給としたのは不当だとして、2010年１月20日、国を相手取り、不支給処分取り消しを求める行政訴訟を提訴したのです。








